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貸 借 対 照 表 

（平成17年９月30日現在） 

 資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

 百万円  百万円 

流 動 負 債 12,401 

支 払 手 形 217 

買 掛 金 7,978 

未 払 金 344 

未 払 法 人 税 等 856 

未 払 費 用 1,054 

前 受 金 9 

預 り 金 29 

賞 与 引 当 金 600 

設 備 関係支払手形 1,306 

そ の 他 3 

固 定 負 債 3,445 

転 換 社 債 1,809 

繰 延 税 金 負 債 512 

退 職 給 付 引 当 金 797 

役員退職慰労引当金 277 

長 期 預 り 金 48 

負 債 合 計 15,846 

資 本 の 部 

 百万円 

資 本 金 10,163 

資 本 剰 余 金 10,206 

資 本 準 備 金 10,206 

利 益 剰 余 金 30,350 

利 益 準 備 金 1,004 

任 意 積 立 金 27,484 

特 別 償 却 準 備 金 179 

圧 縮 記 帳 積 立 金 494 

別 途 積 立 金 26,810 

当 期 未 処 分 利 益 1,861 

株式等評価差額金 1,128 

自 己 株 式 △  363 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

商 品 

貯 蔵 品 

前 渡 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

借 地 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

電 話 加 入 権 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

子 会 社 株 式 

出 資 金 

長 期 貸 付 金 

従 業 員長期貸付金 

破産債権・更生債権 

長 期 前 払 費 用 

差 入 保 証 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

24,513 

4,016 

112 

13,763 

5,617 

40 

34 

353 

648 

△  74 

42,820 

36,262 

18,048 

395 

2,967 

356 

348 

14,110 

35 

1,596 

1,337 

229 

28 

4,961 

3,963 

129 

9 

111 

60 

114 

33 

613 

42 

△  118 資 本 合 計 51,486 

資 産 合 計 67,333 負債及び資本合計 67,333 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

（13）／ 2005/11/30 18:39（2005/11/30 18:39）／ 2k_05279053_02_os2横浜冷凍様_招集_貸借対照表_P.doc 

損 益 計 算 書 

（平成16年10月１日から平成17年９月30日まで） 

科 目 金 額 

営 業 収 益 百万円 百万円 

商 品 売 上 高 78,836  

冷 蔵 庫 収 入 17,246  

そ の 他 事 業 収 入 35 96,119 

営 業 費 用   

商 品 売 上 原 価 74,400  

冷 凍 事 業 原 価 13,783  

そ の 他 事 業 原 価 6  

販売費及び一般管理費 4,875 93,066 

営

業

損

益

の

部 

営 業 利 益  3,052 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 4  

受 取 配 当 金 68  

雑 収 入 183 256 

営 業 外 費 用   

営
業
外
損
益
の
部 

雑 支 出 20 20 

経

常

損

益

の

部 

 経 常 利 益  3,288 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 0  

投資有価証券売却益 1 1 

特 別 損 失   

固定資産売却及び除却損 39  

特

別

損

益

の

部 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 0 39 

税 引 前 当 期 純 利 益  3,249 

法人税、住民税及び事業税 1,449  

法 人 税 等 調 整 額 △31 1,418 

当 期 純 利 益  1,831 

前 期 繰 越 利 益  407 

中 間 配 当 額  376 

当 期 未 処 分 利 益  1,861 
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注記事項 
Ⅰ．重要な会計方針 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 
(1) 満期保有目的の債券 償却原価法 
(2) 子 会 社 株 式 及 び
関 連 会 社 株 式

 移動平均法による原価法 

(3) そ の 他 有 価 証 券  
 時価のあるもの  決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定しております。） 

 時価のないもの  移動平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
月別総平均法による原価法 

３．固定資産の減価償却の方法 
(1) 有 形 固 定 資 産  定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物
附属設備を除く）については、定額法を採用しており
ます。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建  物   16年～50年 
機械装置   ７年～13年 

(2) 無 形 固 定 資 産  定額法 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお
ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によってお
ります。 

(3) 長 期 前 払 費 用  定額法 
４．引当金の計上方法 
(1) 貸 倒 引 当 金  債権等の貸倒れによる損失に備え、一般債権について

は貸倒実績率法により、貸倒懸念債権及び破産更生債
権等については財務内容評価法によっております。 

(2) 賞 与 引 当 金  従業員賞与の支払に備え、支払見込額のうち当期負担
相当額を計上しております。 

(3) 退 職 給 付 引 当 金  従業員及び一部の事業所に勤務する常用作業員の退職
給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき、当期末において発生して
いると認められる額を計上しております。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法によ
り翌期から費用処理することとしております。 

(4) 役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく
当期末要支給額を計上しております。 
なお、役員退職慰労引当金は、商法施行規則第43条に
規定する引当金であります。 

５．その他計算書類作成のための重要な事項 
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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Ⅱ．貸借対照表関係 
１．有形固定資産の減価償却累計額 38,670百万円 

２．担保に供している有形固定資産 578百万円 

３．子会社に対する短期金銭債権 11百万円 

子会社に対する長期金銭債権 100百万円 

子会社に対する短期金銭債務 2百万円 

４．保 証 債 務 15,000千タイバーツ 

 （41百万円） 

 975千豪ドル 

 （83百万円） 

５．商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額は、1,128百万円であります。 
Ⅲ．損益計算書関係  

１．有形固定資産の減価償却実施額 2,131百万円 

２．子会社との取引高  

売上高 16百万円 

仕入高 17百万円 

営業取引以外の取引高 1百万円 

３．１株当たり当期純利益 38円90銭 

Ⅳ．税効果会計関係  

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
(1) 流 動 資 産  
繰延税金資産  
賞与引当金否認 240百万円 
未払事業税否認 70百万円 
賞与社会保険料否認 28百万円 
その他 13百万円 
繰延税金資産合計 353百万円 

(2) 固 定 資 産  
繰延税金資産  
退職給付引当金否認 318百万円 
投資有価証券評価損否認 176百万円 
役員退職慰労引当金否認 111百万円 
その他 42百万円 
繰延税金資産合計 649百万円 
繰延税金負債  
株式等評価差額金 752百万円 
圧縮記帳積立金 313百万円 
特別償却準備金 95百万円 
繰延税金負債合計 1,161百万円 
繰延税金負債の純額 512百万円 
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主
な項目別の内訳 
法定実効税率 40.0％ 
（調整）  
交際費等永久に損金に算入されない項目 1.7％ 
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 0.3％ 
住民税均等割額 1.3％ 
ＩＴ投資促進税制等税額控除 △ 0.4％ 
その他 1.3％ 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.6％ 

Ⅴ．退職給付関係  

１．採用している退職給付制度の概要 
当社は、確定給付型の制度として、正社員については適格退職年金制度を、常用
作業員のうち一部の者については退職一時金制度を採用しております。 

２．退職給付債務に関する事項 
(1) 退職給付債務 △4,404百万円 
(2) 年金資産 3,011百万円 
(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2) △1,392百万円 
(4) 未認識数理計算上の差異 594百万円 
(5) 未認識過去勤務債務（債務の減額） －百万円 
(6) 貸借対照表計上額純額(3)＋(4)＋(5) △ 797百万円 
(7) 前払年金費用 －百万円 
(8) 退職給付引当金(6)－(7) △ 797百万円 

（注） 退職一時金制度を採用している常用作業員については、退職給付債務の算定
にあたり簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用に関する事項  
(1) 勤務費用 236百万円 
(2) 利息費用 83百万円 
(3) 期待運用収益 △ 80百万円 
(4) 過去勤務債務の費用処理額 －百万円 
(5) 数理計算上の差異の費用処理額 82百万円 
(6) 退職給付費用(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5) 321百万円 

（注） 簡便法を採用している常用作業員の退職給付費用は、「(1) 勤務費用」に計
上しております。 

４．退職給付債務の計算の基礎に関する事項  
(1) 割引率 2.0％ 
(2) 期待運用収益率 3.0％ 
(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 
(4) 数理計算上の差異の処理年数 10年 

 




